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＜要   約＞ 
 製造業を中心にした多国籍企業が成熟期を迎える中，1980年代から発展途上国を本国と
する企業が多国籍化する例がみられた。インド系ソフトウェア多国籍企業は現在ではアメリ
カやヨーロッパに主要な販売拠点と顧客を持ち，インド本国に主要な技術拠点を置いている。
インド系ソフトウェア企業の多国籍化は，伝統的な多国籍企業論による直接投資とともに逆
向きの人的資源要因がその理由としてあげられる。伝統的な多国籍企業論では安価な労働力
を求めて先進国から発展途上国へ進出するが，インド系ソフトウェア多国籍企業は従業員を
アメリカに移動させている。この国際労働力移動は先進国多国籍企業とは逆向きの人材資源
というだけではなく，循環している特徴を持っている。企業内頭脳循環である。この企業内
頭脳循環を円滑に行う為に製品・サービスのみならず，組織と人材のモジュール化が行われ
ている。 
 本論文ではアメリカとインドの間の企業内頭脳循環をみて，その企業内頭脳循環が円滑に
行えるように組織および従業員をモジュール化している現象を明らかにする。 
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はじめに 
 本論文は日本国際経済学会第73回全国大会（1）
における発表を一部改変して論文化したものであ
る。本論文の目的は，ソフトウェア・ビジネスを
行うインド系多国籍企業において，企業内頭脳循
環が行われており，その企業内頭脳循環が円滑に
行えるように組織および従業員をモジュール化し
ている現象を明らかにすることにある。 
 世界経済においては，貿易のみの時代から直接
投資が貿易の一部代替として加わるようになり，
多国籍企業が生まれた。1960年代から今日まで
多国籍企業論は先進国を本国とする製造業が発展
途上国へ進出する形式の多国籍企業を扱ったもの
が主流である。 
 初期の直接投資理論では，より大きな利益を求
めて資本が豊富な国から資本が乏しい国へ資本が
移動することである，というMacdougall[1960]に
よる理論が有名である。また，アメリカの巨大製
造業を念頭において直接投資が独占・寡占的多国
籍企業の国際展開と結び付いているという 
HymerやKindlebergerの主張やDunningを始めとす
るイギリスのレディング学派による内部化理論の
展開など，伝統的な多国籍企業論では，先進国に
おける製造業に属する企業の多国籍化の理由が直
接投資を中心にして探られてきた。 
 大石芳裕，安田賢憲[2008]では「寡占的優位理
論（Hymer, 1979，Kindleberger, 1970, 1971）や
IPLC 理 論 （ Vernon, 1973 ）， 資 源 移 動 理 論
（Fayerweather, 1975，小宮隆太郎, 1975），内部化
理論（Dunning, 1970, 1981，Buckley/Casson, 1993，
Rugman, 1983）などの従来の多国籍企業理論は，
あくまで先進国企業の他の先進国あるいは途上国
への多国籍企業化を説明する理論であった」とし
ている。同著では，インドのソフトウェア企業の
多国籍化を説明するために CDE （ Capability/ 
Domestic environment/External environment）理論
を提唱している。新興国及び発展途上国企業の多
国籍化にかんする研究はまだまだ緒についたばか
りである。 
 インド系ソフトウェア企業の多国籍化は伝統的
な多国籍企業論による直接投資とともに逆向きの
人的資源要因がその理由としてあげられる。伝統
的な多国籍企業論では安価な労働力を求めて先進
国から発展途上国へ進出するが，インド系ソフト
ウェア多国籍企業はインドの高度人材であるソフ
トウェア専門技術者（以下，専門技術者と略す）
をアメリカに移動させている。この国際労働力移
動は先進国多国籍企業とは逆向きの人材資源とい
うだけではなく，循環している特徴を持っている。
インドの専門技術者はアメリカに行き，最先端の
技術とアメリカン・ビジネスのエッセンスを身に
つけ， 3 - 6 年でインドに戻る。この専門技術者
の循環が技術力と顧客であるアメリカ企業のビジ
ネス・ノウハウをインドにもたらし，インド系ソ
フトウェア多国籍企業の競争力を高めている。本
論文では第 1 章で多国籍企業論とモジュール化
の流れをそれぞれみていく。 
 1990年代からソフトウェア製品・サービスは
モジュール化を強めて現在に至っている。モ
ジュール化議論の前提のひとつとなるインテグラ
ル（擦り合わせ）型・モジュラー（組み合わせ）
型の区別は論者によってその範囲が異なっている。
現在では，この二分法に技術の公開範囲によって
区分するクローズ型・オープン型を組み合わせて，
（クローズ・）インテグラル型，クローズ・モ
ジュラー型，オープン・モジュラー型という三分
法が一般化しつつあるが，この三分法を使っても
論者によってその範囲に違いが出ている。例えば，
1960年代に発売されたIBM社の汎用コンピュータ
であるシステム360をIBM社だけのプロプラエタ
リな技術で作っているのでインテグラル型に分類
するのか，そのアーキテクチャー（設計思想）が
モジュール（部品）の組み合わせをベースにして
いるのでクローズ・モジュラー型に分類するのか
は，論者によって異なる。企業における主力製
品・サービスがモジュラー型である場合，それを
扱う社内の部署や企業全体などの組織もモジュー
ル分解することが日常業務の実施上，適しており，
組織のモジュール化が行われる。（亀井正義
[2001]，安室憲一[2012]）次いで，企業内の人事
管理において従業員第一主義やタレント・マネジ
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メント・ツール等を用いた専門技術者のモジュー
ル化も行われている。本論文においては第 2 章
にて組織と人材のモジュール化について考察する。 
インド系ソフトウェア多国籍企業はアメリカや
ヨーロッパに主要な顧客を持ち，インド本国に主
要な技術拠点を置いている。本論文ではアメリカ
とインドの間で行われている企業内頭脳循環が
（企業の人材管理という側面で）モジュール化さ
れた専門技術者によっておこなわれていることを
第 3 章でみていく。 
 以上により，本論文の目的であるソフトウェ
ア・ビジネスを行うインド系多国籍企業において
企業内頭脳循環が行われており，その企業内頭脳
循環が円滑に行えるように組織および従業員をモ
ジュール化している現象を明らかにしたい。 
 
１．多国籍企業論の流れ 
 現在では多国籍企業という言葉は日常的に使わ
れており，世界企業や国際企業と区別されること
は少ない。しかし，多国籍企業の定義は多岐にわ
たっている。多国籍企業にかんする研究は，直接
投資の理由を探る研究からスタートしている。直
接投資は，外国における永続的な利権を確保する
ために行われる投資で，外国における一時的な利
益を目的とした間接投資と呼ばれる証券投資と区
別する呼び方である。ある企業が国境を越えて進
出し，永続的な支配権を行使できる企業を設立す
るには直接投資が必要となる。直接投資は永続的
な権益（経営権）を得ることを目的に行われる。
配当・金利等のキャピタルゲインを求めることを
目的とした投資は間接投資と呼ばれる。国内企業
が外国において行う投資を対外直接投資と呼び，
外国企業が国内において行う投資を対内直接投資
と呼ぶ。近年では発展途上国への直接投資が増え
ている。 
 初期の直接投資理論では，より大きな利益を求
めて資本が豊富な国から資本が乏しい国へ資本が
移動することである，というMacdougall[1960]に
よる理論が有名であり，Hymer[1976]は冒頭で直
接 投 資 と証券投 資 に つ い て述べて い る 。
Hymer[1976]の対象とした多国籍企業は，先進国
においてすでに技術力，製品差別化能力などを
もった大企業である。 
 Kindleberger[1969]は，直接投資の理論をアメリ
カ中心にして論じている。Kindleberger[1970]は，
1969年にMITスローン経営学部で行われた国際企
業にかんするセミナーから生まれた書で，Hymer，
Dunning，Vernonらが寄稿している。本論文の中
では，①HymerはRowthornとともにアメリカ企業
に遅れを取っているヨーロッパ企業は成長率では
アメリカ企業を凌駕し，今後，収益の再投資や合
併によって規模が大きくなり，海外に膨張してい
くとしている，②レディング学派のDunningは，
ヨーロッパに対するアメリカの直接投資はもっと
も急速に成長している産業及び国に向けられてお
り，ヨーロッパ企業による技術開発でアメリカ企
業との技術的格差を埋めようとすることに反対し
て，アメリカからヨーロッパに対する直接投資が
経済成長を促している，と直接投資の必要性を主
張している，③Vernonは直接投資の理論と投資国
および受け入れ国政策の国際化について論じてい
る。Vernonの論文には，自身のプロダクトサイク
ル論がベースとして使われており，アメリカ企業
の海外進出の行動原理を説明している。 
 Vernon[1966:pp.190-207]のプロダクトサイクル
論は，アメリカの製造業が関税・非関税障壁など
の理由によりヨーロッパの製品輸出先国に進出し
てその国内で製造・販売をする過程を論じたもの
だが，当初は先端技術の採用によって売れていた
製品が，時の経過によってその技術の先端性を失
い，一般的な技術になっていく過程で，模倣者に
よる生産が増えてくることを明らかにした。この
ように多国籍企業論は直接投資からスタートして
おり，現在に至るまで直接投資を分析の根底に置
いている。 
 Dunningの属するイギリスのレディング学派は
直接投資のみではない要素をとりいれた内部化理
論を展開した。内部化理論とは，何らかの事情に
より市場取引で資源の効率的な分配が行われない
とき（市場の失敗）に市場の効率的統制を目的と
して企業が多国籍化し，市場の開放的で恣意的な
        
  人間関係学研究   16   2014 
 
4 
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要
市場価格から経営を守る理論である。Hymerや
Kindlebergerの直接投資を用いた多国籍企業論が
不完全市場である国際市場と規模の経済によって
多国籍化が決まる，という本国主導の見方に対し
て，内部化理論は本国と進出先国（以下，現地と
称す）の双方向経営をみている。 
 内部化理論の理論家のひとりであるRugmanは，
多国籍企業論の中に取引コストの概念を導入した
理論を構築している。Rugman[1981: 翻訳書21頁]
では，内部化理論は国内的関連では R. H. 
Coase[1937]が，国際的次元ではHymer[1976]が提
唱したもので，Buckley and Mark Casson[1976]と
Dunning[1977]によって総合された内部化は多国
籍企業の海外生産・販売の理由を決定するのに役
立つ，としている。 
 Rugman[1981: 翻訳書97頁]は「多国籍企業は自
社内部に企業特殊優位（FSA）を包摂するが，こ
れを維持するには，代替的外国市場供給方式たる
輸出やライセンシングに頼らず，対外直接投資を
用いるしかないということだ」としている。取引
コストの高低によって直接投資を多国籍化の理由
にしていることがみてとれる。 
 小島清[1990]は，自身の説を交えながら内部化
理論を検討している。雁行型経済発展論など卓越
した洞察力と理論化で知られる小島清と内部化理
論の軋轢にかんしては，伊田昌弘[2011]がその回
顧と今日的意義を述べている。伊田 [2011]は
1970-80年代中盤にかけて徐々に形成された国際
貿易と直接投資を同じ比較生産費説によって統合
したマクロ経済理論であるいわゆる「小島理論」
が，レディング学派との論争によって内部化理論
の取引コストによる企業の競争優位という比較優
位では扱えないリアリティを取り入れることで自
らの理論の精緻化を図ったとしている。 
 Heenan and Perlmutter[1979]は，多国籍企業の基
本姿勢を本国志向（Ethnocentric），現地志向
（Polycentric），地域志向（Regiocentric），世界志
向（Geocentric）の4つで分類したEPRGモデルを
論じている。亀井正義[2001: 103-4頁]は，直接投
資を中心にして，競争戦略と組織構造の変遷から
多国籍企業の発展を説明している。同著には企業
のモジュール化企業にかんする記述がある。 
 この他，關智一[2002]では，多国籍企業論と国
際経営論の理論研究を振り返り，ライセンシング
の観点から両論の違いを述べており，川上義明
[2003]には，諸国際機関および研究者による「現
地法人を通じて経営活動を行っている企業の名
称・規定」を表で著しており，これまでの多国籍
企業研究を総括している，などここではすべてを
紹介できないくらい多岐にわたった多国籍企業の
研究が現在までにおこなわれており，直接投資を
ベースにおいた研究がその中心を占めている。 
 しかしながら，これら伝統的な多国籍企業研究
は，先進国を本国とする企業，特に製造業を念頭
においたものが多い。近年は新興国もしくは発展
途上国の企業も多国籍化しており，先進国以外を
本国とする多国籍企業論も検討されるべきである。 
 大石芳裕，安田賢憲[2008]は，発展途上国の多
国籍企業を説明する理論としてCDE理論を提唱し
ている。大石芳裕，安田賢憲[2008:52-3頁]ではC
（Capability）は，①経営者の危機感「絶対劣位化
回避理論」，②企業内外の経営資源を生かす能力，
③先進国企業とのネットワークなどの企業のケイ
パビリティを表し，D（Domestic Environment）
は，①モジュラー（組み合わせ）型アーキテク
チャに適合した条件，②政府の積極的支援，③急
成長だが小さな国内市場などの母国環境要因を表
し，E（External Environment）は，①インテグラ
ル（擦り合わせ）型アーキテクチャに適合した条
件，②低成長だが巨大な市場，③高度技術産業と
高精度消費者の存在などの受入国環境要因を表し
ているとし，印系ソフトウェア企業の場合，先進
国企業のオフショア・アウトソーシングでインド
に居ながらにして順調に仕事を獲得しているもの
の，そのままでは先行きが危ないと判断した経営
者が果敢に先進国進出を決定している，と図示し
ている。 
 多国籍企業学会[2012]は，多国籍企業と新興国
との関係をテーマにした著作であり，この中の藤
澤武史[2012: 57-71頁]により新興国多国籍企業の
市場参入戦略モデルが論じられている。先進国多
国籍企業と新興国多国籍企業のOEM契約から出
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発し，やがて合弁事業に変化し，M&Aに行き着
く，としている。 
 同様にWilliamson[2014:pp.19-24]は，新興国企
業の多国籍化の理由として，これまでRugman 
and Verbeke[2001]にあるような本国での低賃金労
働者などのCountry Specific Advantages (CSA：国
家特殊優位)モデルが支持されてきたが，本国に
比較優位がないにもかかわらず多国籍化をして成
長を続ける前提として貿易障壁などの市場の不完
全性が継続していくこのモデルに疑問を持った。
新興国多国籍企業に適用できる理論を求めて，新
たな分析枠組みを模索し，BRIC’s諸国で共同調査
を行った結果，新興国多国籍企業の持つ移動可能
な能力と競争的利点に着目した。多国籍企業が新
しい市場に入り，規模の経済を獲得して，市場占
有率を上昇させる際にM&Aの潜在的役割として，
新しい知識にアクセスして，学習の速度を上げて，
最新，もしくは，より効率的な垂直統合したサプ
ライチェーンを構築することがあげられる，と指
摘し，新興国多国籍企業は①M&Aなどによって
外国のテクノロジー，ノウハウと経験豊かなス
タッフのサービスを得ることから始めて，本国で
彼らの競争的利点を強化し，②構築した新しく強
力なプラットフォームを適切な海外市場へ展開し，
③国際的に拡大することで世界的な競争的有利を
確立して，より高水準で世界的な統合，より先進
の通信技術，世界中の資本から情報までのより自
由な流れを新興国多国籍企業は戦略的に利用して
いる，としている。 
 これまでの新興国多国籍企業の研究で明らかに
なったことのひとつに，新興国多国籍企業の国際
展開の出発点が先進国多国籍企業のそれとは異
なっている，ということがある。新興国多国籍企
業はその出発点の国内市場ですでに進出してきた
先進国多国籍企業と競争もしくは協業しており，
先進国多国籍企業が自社製品の国際展開のために
やったように直接投資のみでは国際市場に打って
出ることが難しく，その他の優位性が必要になっ
ている。その他の優位性のひとつは知識の流れに
なる。これは知識を含めた経営資源を豊富に持っ
ている先進国企業が多国籍化した歴史がすでにあ
り，発展途上国や新興国企業が，進出してきた先
進国多国籍企業の資本から情報までをOEM提携，
合弁事業，M&Aという形で利用し，徐々に力を
つけ，先進国多国籍企業と肩を並べて海外進出で
きるレベルに達し，多国籍化することを示唆して
いる。 
 ホワイトハウスのWebサイトに掲載されたファ
クト・シート（2）によれば新興国インドからアメ
リカへの2009年の直接投資は44億ドルであり，IT
や医薬品など知識経済に関連する産業に対して行
われた，としている。USTRのWebサイト（3）によ
れば，2012年のインドからアメリカへの直接投
資は284億ドルであり，2011年から6.7％伸びてい
る。インドからアメリカへの直接投資は近年大き
く伸びており，アメリカ政府は今後もこの傾向が
続くとしている。 
 Athreye[2013:pp.135-6]によれば，インド系ソフ
トウェア多国籍企業の直接投資は165社で80億ド
ル以上あり，645カ所の海外支社・子会社を持っ
ている。地域別の割合は，対アメリカと対カナダ
に37％，対ヨーロッパに25％，対アジアに22％，
対中東に5％，対オセアニアに3.5％，対アフリカ
に2.6％，対ラテン・アメリカに2.3％などとなっ
ている。国別の海外支社・子会社の数では，アメ
リカに221カ所，イギリスに83カ所，シンガポー
ルに60カ所などとなっている。企業別ではTCS社
が47カ所，HCL社が41カ所などとなっている。 
 さらにAthreye[2013:pp.138-9]では，①インド系
ソフトウェア多国籍企業のグローバル・バ
リュー・チェーンは複数社によるサプライチェー
ンではなく，企業別に構築されている，②海外支
社・子会社の規模は大きくなく，海外顧客から受
注したソフトウェア開発等の作業は本国で行われ
る，③企業文化等の違いによる弊害から国際的な
買収には保守的である，としている。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業のグローバル
拠点は販売拠点的な性格が強く，現地顧客に販売
したサービスの開発は本国で行うので，現地には
本国から専門技術者を移動して顧客対応業務を行
わせている。 
 Ramamurti[2013:pp.239-41]では，①インド系ソ
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フトウェア多国籍企業の競争優位は他の新興国多
国籍企業にくらべて，CSAやGSA（政府特殊優
位）よりもFSAを多く保持している，②インドは
ロシアやブラジルと違って本国に自然資源を持っ
ていないが，巨大な国内市場，大きな労働市場を
持っている，③国内インフラは貧弱であり，教育
システムも悪く，ビジネスに友好的な政策ももっ
ていないのでGSAも弱い，と指摘している。本国
の教育レベルが低く，巨大な労働市場があるとい
うことは，労働者を雇った後に企業内研修によっ
て戦力となるレベルの専門技術者に育てる必要が
ある，ということになるが，インド系ソフトウェ
ア多国籍企業の教育システムによって一人前の専
門技術者になる頃には企業文化にどっぷり浸かっ
た従業員となり，企業内でのコミュニケーション
が円滑にいくようになる。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業がビジネスの
中心に置いているグローバル・デリバリー・モデ
ルでは，アメリカやヨーロッパの現地顧客から要
件を聞く現地駐在の専門技術者とその専門技術者
から顧客の要件を聞く本国の専門技術者の間で密
なコミュニケーションが行われる。分析書や設計
書などの書き方は企業内で統一されている。これ
がデザイン・ルールとなり，開発作業の分析・設
計・構築・テストなどの各段階がクローズ・モ
ジュラー型になっている。この中では微妙なニュ
アンスのやり取りも行われる。 
 Govindarajan and Trimble[2012: 翻訳書9-10頁]は，
途上国で最初に生まれたイノベーションを先進国
に逆流させるリバース・イノベーションについて
著している。例えば，アメリカの病院に比べて治
療費が1/10にもかかわらず，アメリカの病院の平
均的な純利益率を上回っており，手術の成功率等
の品質も世界レベルにあるインドのナーラーヤ
ナ・フリーダヤーラヤ病院の秘密はプロセス・イ
ノベーションにあり，このプロセス・イノベー
ションは先進国工業分野で使われてきた理論を病
院業務にあてはめて資源の有効活用をすることに
より成し遂げられた。 
 夏目啓二[2014:3-77頁]は，ICT多国籍企業につ
いて，先進国多国籍企業とアジア（新興国）多国
籍企業の比較を行い，ICT人材の形成について論
じていおり，著書の中でこれまでの多国籍企業研
究の流れと問題点，今後の新興国における多国籍
企業研究の推進の必要性が述べられている。 
 
２．組織と人材のモジュール化 
（１）組織のモジュール化 
 サービスを扱うソフトウェア多国籍企業をはじ
め，多くの多国籍企業が従来の自然法則を用いた
製品・サービス開発からソフトウェアリッチな製
品・サービス開発に移行している。デジタル技術
を応用してソフトウェアによって様々な機能が実
現される状況がソフトウェアリッチな状態である。
ソフトウェアリッチな製品・サービスではその機
能を実現しているコア領域を秘匿し，その利用方
法だけを公開することができるので，他社からの
模倣を防ぐことができる。デジタルにすることで
製品の統合も可能になる。例えば，スマートフォ
ンの中には，時計，カメラ，ビデオなどが組み込
まれているが，これらの製品は，以前は独立した
製品としてそれぞれが大きな市場を持っていた。
携帯ゲーム機ビジネスも今やスマートフォンが主
力なプラットフォームとなっている。多くの機能
がソフトウェアを中心とした技術でモジュール化
され，スマホに実装されている。製品・サービス
のモジュール化はもはや止めることのできない潮
流である。 
 製品・サービスをモジュール化する流れの中で
は，その製品・サービスを生み出す組織について
も議論されてきた。藤本隆宏[2004:176-7頁]には，
アメリカ企業とオープン・モジュラー型の適合性
にかんする記述がある。世界中から集めた移民を
アメリカ企業のルールで競争させて選抜し，能力
のあるものを即戦力としてきたことで世界一の国
力を持ったアメリカを単純化すれば「ルール，競
争，即戦力の社会」であり，これはオープン・
アーキテクチャーである，という指摘は，アメリ
カ企業自体がオープン・モジュラー型で作られて
いることを表している。企業における分業に適し
た組織分割はルールに基づいた分割であり，モ
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ジュール化と同じアーキテクチャを用いて行うこ
とができる。企業内で分割された組織はそれぞれ
に目的を持ち，その目的達成のためのルールが決
められている。 
 青木昌彦，安藤晴彦[2002:36-41頁]では，増大
する複雑化への回避策として，IBM社の例を用い
て，明確なデザイン・ルールを作成して世界各地
の設計チームに遵守させた旨の記述がある。それ
ぞれの設計チームはデザイン・ルールを遵守しな
くてはいけないが，他のモジュールに影響を与え
ない範囲であれば，それぞれの設計チームは自由
に設計することができる，というモジュール化の
特徴を活かした開発体制は，社内の別々のチーム
でも異なる企業間でもひとつの製品を完成させる
ことのできる体制である。これは，インテグラル
型製品の開発にも応用できる。自動車，とくに乗
用車は今でもインテグラル型製品の代表格である
が，その設計開発においては，モジュール化を応
用した設計チーム体制がとられている例がある。
藤本隆宏[1997:161-84頁]ではトヨタ自動車の例を
用いて自動車部品サプライヤーシステムにおいて，
自動車メーカと部品メーカの間で使用している承
認図方式やブラックボックスによる開発方式の記
述があるが，これはデザイン・ルールを元にした
モジュール化（クローズ・モジュラー型）に他な
らない。藤本隆宏[1997]のトヨタ自動車の例は，
柴田友厚[2012:93-7頁]が論じているようにすり合
わせ（インテグラル型）でデザイン・ルールが作
られ，そのデザイン・ルールの使用時にはクロー
ズ・モジュラー型で作業を行っている，と考えら
れる。このように考えるとインテグラル型とモ
ジュラー型は対立する概念ではなく，組織におい
て使い分ける概念である，と言えるかもしれない。 
藤本隆宏・武石彰・青島矢一[2001:64-7頁]では，
製品アーキテクチャと組織アーキテクチャは同型
化する傾向がある，と指摘している。同著[67頁]
では，大企業がしばし苦境に陥って新興国企業や
中小企業のビジネス・チャンスとなることがさま
ざまな産業にかんして報告されているが，大企業
における製品アーキテクチャと組織アーキテク
チャの静的な関係が足枷となり，技術変化時に両
アーキテクチャの動態的な不適合を起こすことが
その原因である，という指摘がある。技術の変化
が起きたときにその技術変化を捉えた製品・サー
ビスを開発する組織体制がすぐに取れることがビ
ジネス・チャンスを掴むためには必要であるのだ
が，大企業は硬直化した縦割り（垂直統合型）組
織の弊害から組織変更を柔軟にすることができず，
結果として，技術変化への対応が遅くなる，とい
う指摘である。 
 亀井正義[2001:100-6頁]は，水平的組織とアウ
トソーシング戦略を論じている。1980-90年代に
かけて競争優位を得る戦略としてアウトソーシン
グ戦略をとり，ヒエラルキー構造を排し，水平的
ネットワークの利用を促進する企業をモジュラー
企業と呼んでいる。モジュラー企業は自社のコア
能力に資源を集中し，その他の活動をアウトソー
シングにより調達する企業であり，これは90年
代の主要な傾向である，と記述している。別の言
葉で置き換えればコア・コンピタンスである。コ
ア・コンピタンスと共にソフトウェア製品・サー
ビスを中心にして市場の細分化が行われた。市場
の細分化は競合企業の数を減らす効果があり，小
さなセグメント毎に独占もしくは寡占企業が現れ
た。 
 市場の細分化は市場 1 位企業を量産する効果
を持つ。市場 1 位という言葉は顧客に響く。共
通プラットフォームの上で動くモジュールを提供
する企業は，デザイン・ルールを遵守してプラッ
トフォームとの親和性を図り，モジュールの内部
をブラックボックス化して秘匿することで「模倣
させない技術」の仕組みを作り，プラットフォー
ムの普及度合いによる規模の経済を使って使用者
を増やしていくことができる。このとき市場1位
の肩書きが役に立つ。 
 このように製品・サービスのモジュール化は，
アーキテクチャとデザイン・ルールを規定したプ
ラットフォーム提供企業のみでなく，そのプラッ
トフォームの上で自社製品・サービスを展開する
企業に対してもビジネス・チャンスをもたらして
いる。 
 亀井正義[2001]の指摘するモジュラー企業は，
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モジュール化された製品・サービスの販売に適し
た組織体制と言える。安室憲一[2012]は，さらに
踏み込んだ組織のモジュール化論を展開している。
安室憲一[2012:12頁]では組織のモジュール化につ
いて「組織の機能を標準化し，職務の関係性を共
通の仕組み（OS）上で定義し，仕事の内容を標
準化してデジタル表記すれば「仕事の束」を括り
だし，モジュール化することが可能になる」と論
じている。ERP，SCMやCRMなど現在のクラウ
ド・サービス上に構築されている企業向けの統合
アプリケーション・システムは安室憲一[2012]の
指摘を実現している。2000年代前半に，これら
のアプリケーション・システムを販売するアメリ
カ系ソフトウェア多国籍企業の販売戦略としてコ
スト削減をうたい文句にして顧客企業の組織改革
を促したため，顧客企業がこれらのアプリケー
ション・システムを採用する際には組織の改革が
伴うことが多かった。この組織改革により安室憲
一[2012:12頁]に指摘されているようにモジュール
化された組織の業務を外部委託することが容易に
なり，それを請け負うITOおよびBPO企業が生ま
れた。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業はBPOを中心
とした企業が多く，伝統的な多国籍企業よりも柔
軟な組織としてモジュール化された組織を作って
いる。 
 例えば，インド系ソフトウェア多国籍企業大手
4社の一角を占めるHCL社は，『従業員第一主義-
EFCS (Employees First, Customers Second) 』を経
営理念として掲げている。顧客の価値創造を現場
で行う従業員のことを第一に考えて従業員への権
限委譲を行い，業務サポートを行う体制を経営陣
がとることが従業員第一主義であり，これは顧客
第一主義へつながる，としている。HCL社の組織
体制は通常，一般的な企業が描く経営陣を頂点に
置くピラミッド型の経営構造を逆さまにした逆ピ
ラミッド構造を採用している。（逆ピラミッド構
造の図はHCL社 Webサイトを参照されたし） 
 以上みてきた組織のモジュール化は，経営理念
がアーキテクチャとなり，デザイン・ルールが社
則などで決められ，全従業員が平等にデザイン・
ルールに従うクローズ・モジュラー型ということ
ができるのではないだろうか。クローズ・モジュ
ラー型の組織形態は，従来の縦割り組織を補完す
るマトリックス型の組織形態を取ることによって，
縦割り組織の弊害を排し，社内コミュニケーショ
ンを円滑にし，社外の動向にあわせて柔軟な組織
編成をとることのできる形態である。 
 
（２）人材のモジュール化 
 前項でみたように組織のモジュール化が進展し
ている例が報告されているが，インド系ソフト
ウェア多国籍企業では，さらに一歩推し進めた人
材のモジュール化も進展していると筆者は考えて
いる。例えば，先程のHCL社の例では，従業員第
一主義のツールとして全世界で行われているボト
ムアップ型の意見取り込み制度を採用している。
その代表的なものがバリューポータルとマッド
ジャムになる。（HCL社 Webサイト参照） 
 バリューポータルは，顧客とHCL社の従業員が
アイディアを交換できるポータルサイトであり，
最前線の従業員のアイディアを経営陣がサポート
し，顧客の価値創出へとつなげる仕組みである。
顧客の承認を受けた優れたアイディアについては，
経営陣のサポートの元，そのアイディアによって
生み出される価値とコストが算出・推定され，実
施・導入の判断がくだされる。HCL社によれば，
2013年 6 月までに 2 万件以上のアイディアが生
まれ，そのうち4,500件以上が実行に移され，4 
億 7 千万ドルの価値が生まれたとしている。 
 マッドジャム（MAD Jam = Make a Difference 
Jamboree）はHCL社従業員によるアイディアコン
テストになる。マッドジャムに登録された従業員
のアイディアを経営陣が審査し，従業員投票の対
象となる候補を絞り，その候補の紹介ビデオがそ
れぞれ作成されHCL社のイントラネット上で公開
し，従業員はそのビデオを参考にしてもっともイ
ノベーティブで革新的なアイディアに投票し，最
終選考に残る候補を決める。最終選考はHCL社経
営陣とマッキンゼー社のアソシエイトパートナー
によって行われ，最優秀賞を獲得したアイディア
は事業化資金を得て，HCL社の新たなサービスと
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して顧客に提供される。過去3回のマッドジャム
では859件のアイディアのエントリーがあり，51
本の最終候補アイディアがビデオを作成し，3 つ
のマッドアイディアが生まれている。HCL社は，
マッドジャムはアイディアを実現させるのは経営
陣というそれまでの組織の在り方を変革し，従業
員によるアイディア創出・実現のリードを可能に
する仕組みである，としている。 
 この 2 つの事例は，HCL社におけるバリュー
ポータルとマッドジャムというデザイン・ルール
を全従業員に適用したクローズ・モジュラー型の
人材管理といえる。このデザイン・ルールの特徴
は従業員の職位に関係なく全従業員に適用される
部分にあり，人材のフラット化がなされている。
人材のフラット化は組織内の役職等による上下関
係を無効化し，従業員個人の能力を全社で利用で
きるようにする，すなわち人材のモジュール化が
なされることを意味している。 
 Nayak[2011:p.14]は，日本企業の終身雇用につ
いて取り上げ，Tata財閥がトヨタ経営に近いやり
方をしている，と指摘しているが，筆者もインド
企業の人事管理戦略を聞くにつれ，日本企業にお
けるピラミッド型階層の人事管理制度との類似性
を感じている。しかし，これらの企業はピラミッ
ド型階層の人事管理制度だけではなく，全従業員
を対象にしたフラットな人事管理制度も併せて
行っている。 
 この 2 系統の人事管理制度から生まれたのが
プロジェクト・ベースの業務で採用されるマト
リックス型組織による人事管理制度である。従業
員は本来の上司の他にプロジェクト・リーダー等
別の上司を持ち，それぞれの上司に業務の報告を
行う。組織図上では，本来の上司とのつながりを
実線で表し，プロジェクト・リーダー等とのつな
がりを破線（ドッテッド・ライン）で表している。
従業員はそれぞれがモジュールとして機能してお
り，デザイン・ルールに基づいて複数の上司や部
下と報告・連絡を行う。インド系ソフトウェア多
国籍企業の従業員の場合，相談はメンターと呼ば
れる第三者に行うことが多い。 
 IMR社などのアメリカ系スタートアップ企業は
賃金が安いインドの専門技術者を大量にアメリカ
に輸出してアメリカ国内で作業にあたらせた。こ
れはインドのソフトウェア産業が未熟であったこ
とに由来し，低賃金で優秀な専門技術者をメイン
フレーム機からクライアント・サーバー機へのプ
ログラムの書き換えなどの作業に従事させた。そ
の後，2000年問題で顧客企業がこれらの企業を
通じてインド人専門技術者にプログラムの書き換
えを依頼した。これらはオンサイト・ビジネスと
呼ばれ，プログラマのレンタルに過ぎないことが
多かった。Arora[2006:pp.7-9]によれば，この時期
にTCS（Tata Consultancy Services）社を始めとす
るインド企業はビジネス規模を拡大していったが，
従業員管理はその初期においては重要視されてい
なかった。 
 Ramadorai[2011:p.10]によれば，TCS社では，
1990年代より従業員管理システムの導入を行っ
ている。TCS社において従業員の重要性の認識は
1990年代中盤の成長が軌道に乗り始めた時期に
なる。同著[p.103]によれば，従業員が企業にとっ
て重要な資産であり，従業員が辞めることは，知
識の流出になることに気づき，それまでにあった
従業員管理システムは経理システムの一部であり，
プロジェクトの成果や人事評価とは切り離されて
給与に反映されることはなかった。 
 TCS社における専門技術者は細かく時間管理さ
れている。同著[pp.104-6]では1日の勤務時間を
BillableとNon-Billableに分けてタイムシートを記
入しなくてはならない。Billableは顧客への課金
可能時間のことでプロジェクト内のシステム構築
作業など顧客に関係した作業を行った時間になり，
Non-Billableは，OJTや図書館での自学自習など専
門技術者の技術力をつけるための時間や書類作成
などの雑務を行った時間になる。それまでの従業
員管理システムは顧客に請求するための作業時間
計算の意味しかもたなかった，としている。 
 同著[pp.106-7]では，TCS社は1996年から新た
なアプローチに拠るHR（人材管理）システムの
導入が行われ，2003年以降，毎年500-1,000人で
従業員が増加し，2004年に株式公開したことで
さらなる規模拡大における従業員増に対応した，
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としている。 
 新たなHRシステムでは，プロジェクトに適切
な人材を配置できるようにするために各専門技術
者のスキルを登録し，プロジェクトでの実績記録
も同時に保持し，給与待遇面に反映させた。 
 TCS社では，従業員教育にかんしてモジュール
化によるテーラーメイド教育を実現している。同
著[pp.107-11]では，専門技術者従業員に対しての
専門的な技術教育のみではなく，ビジネスの急激
な増加に拠る人材不足の解消を目的としたエンジ
ニアリング学士を持たない者に対する専門技術者
教育の必要性や外国語や異文化統合のようなグ
ローバルで働く上で必要な要素の教育モジュール
をいくつも用意し，従業員個人が必要としている
社内教育をこれらのモジュールを組み合わせて受
講させている。これらのテーラーメイド・モ
ジュールは，新規雇用従業員に対する 2 ヶ月半
の教育やその後の継続的な教育で使われ，従業員
がこれらの教育で習得した技術はHRシステムに
記録され，プロジェクトへの人員配置に用いられ
ている，と記述している。各従業員は年に 2 回
業績評価を受ける。業績が良ければ昇給昇格する。
このようにTCS社では均一化された従業員を用意
し，プロジェクトに配属し，その業績を随時評価
することでビジネス上必要な労働力を確保し，従
業員はグローバルなTCS社社内で教育を受け，グ
ローバルに異動することでTCS社を辞めずに自己
実現を図ることができる。技術の漏洩防止と離職
率を下げる 2 つの効果をあげている仕組みであ
る。 
 TCS社の人材活用にかんしては石上悦郎
[2009:135-8頁]も分析している。旺盛なM&A等に
より規模拡大した同社は海外子会社での雇用およ
びオンサイト（顧客企業での勤務）が重要であり，
離職率が12％程度である旨が論じられている。
離職率にかんして筆者が2012年にインドで行っ
た現地調査（4）でも，TCS社を始め，Wipro社，
Infosys社，HCL社の大手 4 社すべてにおいて同様
の12％程度の回答を得ている。 
 以上みてきたHCL社やTCS社のみならず，イン
ド系企業は従業員を第一に考えている。Cappelli 
et al[2010:翻訳書80-114頁]は，経営者の関心は人
材のマネジメントと開発にあり，インド系企業は
人的資源のパフォーマンスにかんする記録を詳細
につけているという調査結果を著している。経営
者はきわめて優れた人材，高いモチベーションを
持つ従業員，個人を会社のために行動するように
奨励する組織文化を重要視していることがその調
査結果に現れている。 
 以上のようにインド系ソフトウェア多国籍企業
では企業の中で従業員のフラット化を通じて人材
のモジュール化を行っている。 
 
３．インド系ソフトウェア多国籍企業内部
での頭脳循環 
（１）モジュール化された従業員の頭脳循環 
 インド系ソフトウェア多国籍企業が従業員をア
メリカへ移動させていることは，齊藤豊[2013]で
論じた。その一部を改変して以下に掲げる。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業で行われるオ
ンサイトもしくはオフショアBPOプロジェクトで
使われる情報技術は最先端の技術を開発する類い
のものではない。多くは顧客企業の経理・人事・
総務・情報システムといった間接業務システムの
開発・運用・管理を業務委託で請け負うものなの
で，マイクロソフトやオラクル等のソフトウェ
ア・ベンダーが開発し，販売しているソフトウェ
ア製品を組み合わせて，顧客要件を満たすアプリ
ケーション・システムを開発することが専門技術
者の業務目的となる。専門技術者のレベルは上位
数％といった高いものではなく，理系大学で専門
技術者としての教育を受け，インド系多国籍企業
における新入社員研修および定期研修を受講する
ことで身に付くレベルになる。業界標準やデファ
クト・スタンダード製品というコモディティ化し
たITを適切に使用することのできる能力を身につ
けた専門技術者は，いわば規格化された存在であ
りモジュール部品と同等に扱うことができる。雇
用企業からみれば，企業内において代替可能な存
在であり，代替可能な汎用的専門技術者が社内に
たくさんいることで要員配置が容易になる状況を
齊藤 豊：多国籍企業における企業内国際労働力移動 11
つくるのが人事管理の目的のひとつである。イン
ド系ソフトウェア多国籍企業では，業界標準およ
び自社独自の標準開発技法を身につけた数多くの
汎用的な専門技術者を社員として雇用することで，
専門技術者の個人能力の優劣に頼らずにプロジェ
クトを推進することのできる体制を構築し，組織
化した。経験年数などを考慮してジョブ・ロー
テーションすることにより，専門技術者のモチ
ベーションを保ち，退職率を12％以下に保つよ
うにしている（5）。IT-BPO産業において，インド
が中国などに差をつけているひとつの理由が，コ
モディティ化したITを適切に扱う汎用的な専門技
術者を育成し，長期雇用しておく秘訣を企業組織
として有していることになる。人材のモジュール
化である。 
 H-1Bビザでは初回取得と  1 回限りの更新に
よって 6 年間の滞在が可能なので，H-1Bビザを
保持してアメリカ国内にいるインド人専門技術者
はおおよそ32-40万人ということになる。これら
の専門技術者はH-1Bビザの受給資格からインド
にいるときから一定の技術を持った専門技術者で
あることになる。 
 表 2 は，2007-09年度H-1B（専門職）ビザの初
回取得者の雇用主企業のトップ10であるが，
FY2009の 1 位のWiproをはじめ，インド系企業が
多く，その他の非インド系企業もインドにオフィ
スを展開している企業が多くを占めている。
FY2009のトップテン企業の合計人数は7,404名に
なる。この資料はインド以外の出身者も含まれた
表になるので一概には言えないが，トップ10企
業すべてがインドに関係する企業であり，
USCIS[2010a]によれば，同年度のインド初回取得
者総数は33,961名であるので，トップ10企業がイ
ンド出身のFY2009H−1Bビザ初回取得者の20％
程度を雇用していると推測できる。 
 USCIS [2010b:p.1]によれば，FY2009H-1Bビザ
取得企業数は27,288社においてFY2009H-1Bビザ
初回取得者85,133名を雇用している。このうち，
企業数全体の0.2％にすぎないトップ50社（大学
等非営利団体も含む）で約15,000名（全初回取得
者の約23％），同0.4％のトップ100社で約20,000
名（同約30％）と，1 ％に満たない少数の大手多
国籍企業が初回取得者を数多く取り込んでいる実
態がわかる。 
 以上のようにインド系ソフトウェア多国籍企業
を中心にしてH1−Bビザを利用した専門技術者の
アメリカ移動がみられる。これらの人材のうち，
アメリカに残り，永住権を取得する者もいるが，
多くは3-6年で会社命令によりインドへ帰国して
いる。このインド・アメリカ間の専門技術者の国
際循環を筆者は企業内頭脳循環と呼んでいる。 
 これらの専門技術者の多くは，アメリカ国内の
インド系ソフトウェア多国籍企業のオフィスか，
顧客企業のオフィスに駐在し，顧客企業向けのシ
ステム開発などの業務を行っている。例えば，グ
ローバル・デリバリー・モデルを適用した業務で
は，アメリカの顧客企業の要望を聞き，インドの
専門技術者に伝えて，インドの専門技術者がシス
 
表１ Ｈ－１Ｂビザ発給数2001-11年度（単位：人） 
 
出典：USCIS[2005][2008][2011][20012] 
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テム開発を行い，成果物をアメリカに送り，アメ
リカに駐在している専門技術者が顧客企業にイン
ストールし，説明を行う，という国際連携業務を
行っている。 
 このような国際連携業務はモジュール化された
業務をデザイン・ルールによって連結し，ひとつ
の完成した業務にする作業である。作業をスムー
ズにするためには組織もモジュール化し，クロー
ズ・モジュラー型で連携する方法が採られている。 
2012年にインドで実施したインタビューによっ
てInfosys社等のインド系ソフトウェア多国籍企業
ではアメリカで専門技術者を雇うことは多くなく，
企業内頭脳循環による専門技術者のローテーショ
ンにより業務をこなしていることがわかっている。 
人材のモジュール化を行って企業内頭脳循環がイ
ンド系ソフトウェア多国籍企業で利用される理由
は，①専門技術者の賃金（トータルコスト）が現
地（アメリカ）より本国（インド）の方が安い，
②専門技術者の量が現地より本国の方が多い，③
専門技術者の質が現地より本国のほうが高い，④
現地人より本国人の方が使い易い（言語・文化・
その他），⑤顧客ニーズを的確に吸い上げる，⑥
現地の技術を習得して本国へ持ち帰る，などが考
えられる。 
 
（２）インド系４大ソフトウェア多国籍企業 
 2012年 9 月に阪南大学経営情報学部伊田教授
のインド視察（7）に連携研究者として同行した際
に得た情報（8）によれば，インド系  4 大ソフト
ウェア多国籍企業であるInfosys社，TCS社（Tata 
Consultancy Services社），Wipro社，HCL社でのヒ
アリングを通して得た知見の最も重要な点は，国
際的頭脳循環はインドで雇われた者が会社命令で
アメリカやイギリスに渡り，プロジェクト終了後
にインドに戻る企業内頭脳循環が大多数であった
ことになる。アメリカに留学し，起業し，インド
に戻る国際的頭脳循環者は少数である。インドの
ソフトウェア産業企業の人材戦略は，エンジニア
個人が自己責任で国際的頭脳循環者とならないよ
うに策定されており，それは25年前の日本のソ
フトウェア産業の人事戦略に似ている。新卒社員
を大量に採用し，長期間の新入社員教育と定期的
な社員教育で，ビジネスに必要な技術，コミュニ
ケーション力などを養っていき，経験年数と業績
によって昇進していく人材戦略が採られ，途中で
退社することが得策でない制度にしている。社員
は給与および福利厚生と長期間の雇用保証で厚遇
され，アメリカやヨーロッパへの長期出張や配置
転換など知的好奇心を刺激するプログラムが用意
されており，長期間のキャリア形成が可能になっ
ている。個人で冒険する必要がない制度が整って
いる。 
 離職率は，年率11-15％程度であり，平均離職
率12％というのが人事戦略の目安になっている。
日本の離職率は『平成23年雇用動向調査 』によ
れば情報通信業が12.1％であり，インドは日本と
表２ 2007-09年度Ｈ－１Ｂ初回取得者の雇い主企業トップ10 
 
単位：人 出典：USCIS[2010b]等（6）を参照して筆者作表 
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同等と見ることができる。国内市場が大きかった
ために日本国内に特化したソフトウェア・サービ
スを行い，国際競争力を持つことができなかった
日本企業と国内市場が存在せず，アメリカ市場を
中心にしたソフトウェア・サービスを行い，国際
競争力を持つことができたインド企業ではあるが，
ソフトウェア・ビジネスの人材戦略は共通点が多
い。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業では社内教育
により，自社業務に特化した専門技術者を育成し
ており，社内資格をとらせ，タレント・マネジメ
ントが行えるHRツールを使って，従業員管理を
している。この従業員管理は従業員にはその仕組
みが公開されており，デザイン・ルールの役割を
果たしている。従業員はデザイン・ルールに則っ
て社内資格をとり，プロジェクトへのアサインを
待つ。人事管理担当者はデザイン・ルールによっ
て集めた従業員情報を用いてプロジェクトへ従業
員を配置する。このとき，病気等の理由により，
アサインした要員の代替が必要になっても，同じ
ような従業員を簡単にみつけることができる。こ
のような人事管理によって人材のモジュール化が
なされていると言えるのではないか，と筆者は考
えている。 
 
おわりに 
 近年，新興国多国籍企業の発展が目覚ましい。
先進国多国籍企業がかつて進出した発展途上国に
おいて，現地企業が先進国多国籍企業とのOEM
契約，合弁，買収などによって力をつけ，自らが
多国籍企業となって先進国に進出し，活動してい
る。本稿で取り上げたインド系ソフトウェア企業
もそういった新興国多国籍企業になる。企業の多
国籍化においては，直接投資が重要な要素になる
が新興国多国籍企業には直接投資以外にも人材戦
略を元にした従業員管理など重要な要素がある。 
 インド系ソフトウェア多国籍企業は，インド本
国とアメリカやヨーロッパなどの現地の間で企業
内頭脳循環を行っている。インド系ソフトウェア
多国籍企業にとって企業内頭脳循環は，FSAのひ
とつであり，利益の源泉のひとつともなっている。
インド系ソフトウェア多国籍企業では，企業内頭
脳循環を効率よく行うために人材のモジュール化
を行っている。 
 ソフトウェア産業における製品・サービスはモ
ジュール化を採用している割合が非常に高く，製
品・サービスのみならず，それを生み出す企業や
その組織にもモジュール化を適用し，さらに従業
員のモジュール化も図っている。本論文では，イ
ンド系ソフトウェア多国籍企業における企業行動
の中では，特に人事施策が重要であり，近年の変
化として従業員のモジュール化を明らかにし，イ
ンドからアメリカへの企業内頭脳循環にかんして
具体的な人数を示した。インド系ソフトウェア多
国籍企業は，モジュール化を最大限に活かし，ア
メリカやヨーロッパで多国籍化しており，直接投
資の額も急激に増やしている。 
 企業内頭脳循環を用いたビジネスはサービス貿
易の範疇に入るので，国際収支上は経常収支に含
まれるサービス収支として計上される。新興国多
国籍企業論の展開においては，直接投資とともに
この企業内頭脳循環をどのように考えるかを明ら
かにする事で，新興国多国籍企業論の新たな道筋
の導出につながると考えられる。 
 
注 
（ 1 ）日本国際経済学会第73回全国大会 場所: 
京都産業大学 日程 : 2014年10月25-26日 
第 6 分科会: 多国籍企業 2（会場: 5 号館 4 階
5406教室）9:30-10:20 座長: 中本悟（立命
館大学）報告者 齊藤豊（大妻女子大学）討
論者 森原康仁（三重大学） 
（ 2 ）ホワイトハウスWebサイト : http://www. 
whitehouse.gov/sites/default/files/rss_viewer/fact
_sheet_indian_investment_us.pdfを2014年 8 月
25日に参照した。 
（ 3 ）USTR Webサイト :  http://www .ustr.gov/  
countries-regions/south-central-asia/indiaを2014
年 8 月25日に参照した。 
（ 4 ）2012年 9 月に阪南大学経営情報学部伊田教
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授のインド視察に連携研究者として同行し
た際に調査を行った。平成24年度科学研究
費補助金による研究。研究課題名：ICTが国
際経営に与える影響の研究であり，伊田昌
弘・齊藤豊[2013]に調査結果がまとめられて
いる 
（ 5 ）前掲，インド現地調査にて従業員モティ
ベーション向上にかんしてヒアリングを
行った 
（ 6 ）FY2007にかんしてはInformationweek[2008], 
FY2008 にかんしては AILA InfoNet Doc. 
[2009], FY2009にかんしてはUSCIS[2010b] 
p.1を参照 
（ 7 ）平成24年度科学研究費補助金による研究。
研究課題名：ICTが国際経営に与える影響の
研究 
（ 8 ）本視察では，2012年 9 月 3 - 9 日の間にイン
ド  4 大ソフトウェア企業のInfosys社，Tata 
Consultancy Services社，Wipro Technologies社
（以上，バンガロール），HCL Technologies社
（デリー郊外）に訪問し，ヒアリングを行っ
た。なお，このヒアリング結果は伊田昌
弘・齊藤豊[2013]にまとめられている。 
（ 9 ）厚生労働省「平成23年雇用動向調査の概
況：結果の概要」Webサイトを参照。参照
日：2012/12/9 URL： http://www.mhlw.go.jp/ 
toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/12-2/kekka. 
html#link02 
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